

















　CSR 報告書に関する KPMG の国際調査の結果が、3 年ぶりに、2008 年 12 月に公表された。この調
査は、フォーチュン・グローバル 500 の上位 250 社および世界 22 カ国における売上高上位各 100 社
の合計 2,200 社を超える企業をサンプルとした大規模な調査である。この調査の結果によると、フォー
チュン・グローバル上位 250 社中、実に約 8 割が CSR 報告書を作成しており、また、各国上位 100
社の中で CSR 報告書を作成している割合が最も高いのは日本（90％）であった。










（Corporate Social Performance: CSP）と財務実績（Corporate Financial Performance: CFP）の関係が明ら
かでないことが、企業が CSR の取り組みを進める上で障害となっていた。ただし、海外では、企業
の CSR 情報を用いて、CSP と CFP との関連を調査する研究が 100 以上みられる。これらの研究結果
はさまざまで、CSP と CFP に正の相関がみられるとする研究、CSP は市場ベースの CFP よりも会計
数値によるCFPとより関連があるとする研究、CSPは過去および将来のCFPと関連があるとする研究、
CSP と R&D 投資に正の相関がみられるとする研究、CSR に取り組む企業の CFP は（そうでない企
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リファレンス・レビュー研究動向編
業と比べて）劣ってはいないとする研究、CSP と CFP には関係がみられないとする研究などが存在
する。また最近では、CSR の取り組みは企業リスクを低減させるとする研究、CSP と CFP の関係は
企業とステークホルダーの関わり方によって異なるという研究、経営者とステークホルダーが共謀す
れば CFP に負の影響をもたらすとする研究など多様な研究がみられる。






流通・経営学論集』第 34 巻第 1 号（2008.7）では、環境投資は証券市場で負の情報と捉えられてい
ることを示している。






【Reference Review 54-5 号の研究動向・全分野から】
 人間福祉学部教授　小西砂千夫
　100 年に一度の金融危機といわれるなか、『週刊東洋経済』2008 年 11 月 8 日号は、そのレポートを







　『都市問題』99 巻 11 号の吉野直行「郵便貯金の将来と財政投融資」は、郵便貯金を取り巻く状況
が厳しくなってきていることを指摘している。2007 年に財務省への預託の残高がゼロになったが、
銀行預金が趨勢として増加しているのに対して、郵便貯金は 1999 年の 259.7 兆円をピークに残高が
低下し、2007 年度には 180.8 兆円となっている。その背景には、郵便貯金の安全性が民間金融機関と
変わらなくなっている、投資信託に郵便貯金からシフトしているなどの理由を挙げている。さらに、
郵便、貯金、保険の 3 つを兼営することによる費用効率性という意味での範囲の経済性が発揮しにく
くなっていることも経営環境の悪化に大きく影響している。吉野氏は郵便貯金の運用は、今後は全国
ネット網の強みを生かして民間金融商品の窓口販売を志向すべきではないかと述べている。
